
1 
 

厚生労働科学研究費補助金（健康安全・危機管理対策総合研究事業） 

総合研究報告書 

 
包括的支援体制構築に向けた市町村保健センターと他分野の連携に関する研究 

 

研究代表者 藤原佳典  

東京都健康長寿医療センター研究所 社会参加と地域保健研究チーム 研究部長 

 

【研究要旨】本研究の目的は全国の市町村保健センターの役割や他分野との協働の実態と

課題を明らかにすることにより、包括的支援体制構築の要件を抽出することである。 

研究方法について、平成 30 年度は、【研究 1】既存の文献・報告書等を用いた保健センタ

ーの変遷の概観、【研究 2】ホームページ検索による全国の保健センターの設置状況の把握、

【研究 3】全国自治体へのアンケート調査による保健センターの他分野との業務連携の実態

把握、【研究 4・5】好事例へのヒアリング調査によって深掘りをおこない、特に、保健師の

視点から要件を考察した。 

【研究 1】からは、今日の保健センターを「機能」と想定し、その機能を発揮する一助と

して保健センターという「場」を通じた保健政策が提供されていることが示唆された。【研

究 2】からは、保健センターの設置について、独立型、役所内型、複合型施設内型の 3 類型

に整理できることがわかった。【研究 3】からは、保健センターが、母子や高齢者領域を主

として庁内・外で他分野連携をおこなっている状況が確認された。更に、【研究 4・5】から

は、好事例の多くは、庁内・外の両方に重層的に連携していた。その中で、保健師が常に、

横展開を意識しつつ戦略的に PDCA を回転していることが示された。 

令和元年度は、【研究 2】について、全国市町村による保健センターの情報を収集し、保

健センターもしくはその機能を有する担当部署について、所在地、ウェブページでの情報

提供がある保健センターについてはその URL をまとめた。平成 30 年度に実施した他分野

との連携に関するヒアリング事例の紹介とともに、本研究のウェブページを開設し、情報

提供を行った。【研究 3・4・5】について、ヒアリングから抽出された 17 自治体 20 事例の

連携の進め方について、類型化、時系列化した結果、連携を進めステップとして、3 つのフ

ェーズの中に、8 つのステップ、また連携のステップを支える 2 つの土台が抽出できた【研

究 6】。 
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Ａ．研究目的 

全国の市町村保健センター及び類似施設

(以下、保健センター)は、個別支援と地域支

援の両面から対人保健サービスの中核を担

う拠点であるものの、その活動実態や課題

については必ずしも明らかではない。こう

した中、平成 25 年度に地域保健総合推進事

業により実施された「地域ケアシステムの

構築・推進における保健部門の役割に関す

る調査」では、保健センターと地域包括支

援センター等との連携状況は、自治体によ

り大きな格差があることが示された 1)。 

一方では、少子高齢社会・核家族化の進展

に伴い、住民の健康課題が多様化・複合化

し、従来の公助・共助のみではその対応が

困難になってきた。こうした背景から地域

住民・団体間での連帯・互助・ネットワー

クの醸成等を支援するソーシャル・キャピ

タルの活用のみならず、公助・共助を強化

する策が求められる。つまり対人保健サー

ビス業務を効果的・効率的に遂行するため

の策という視点で、行政職・専門職におけ

る職種間の互恵的ネットワーキングによる

連携策も重視されるべきである 2)。 

しかし、研究分担者の藤内らの全国調査
3)によると住民組織との協働体制を推進す

るために「庁内に横断的な協議組織が設

置・開催されている」との回答は 8.5%に過

ぎなかった。また、市民活動支援課やまち

づくり推進課等の総合的な立場で住民活動

を支援する部署は 44.6%の市町村で設置さ

れているものの地域保健担当部署がこうし

た部署と「常時密に連携している」市町村

は 2.1%と少なく、さらなる連携の必要性が

指摘されている。 

一方、研究代表者は、JST-RISTEX 研究助

成により地域包括支援センターを主座にお

き、子ども・子育て、生活困窮者、障害者

の三分野の支援を担う子育て支援センター、

福祉事務所、障害者支援センター等各種事

業所と連携した全国の好事例を類型化して

調査した 6)。 

それらの実績を踏まえ、本研究では、保

健センターを首座においた調査と検討を行

うものである。 

初年度は、まず、【研究 1】において、今

後の包括的支援体制に向けた市町村保健セ

ンターと他分野の連携を検討する際の基礎

資料に資することを目的に、保健センター

の設置の背景や変遷を概観し、今日的な課

題を整理する。 

次に、【研究 2】において、全国的に市町

村が保健センターもしくはその機能を有す

る担当部署（以後、保健センター）がどの

ような形で設置されているのかを明らかに

する。その目的で、市町村のホームページ

から保健センターの情報を収集し、保健セ

ンターの設置状況の類型を把握する。更に、

収集した情報をウェブページで情報公開す
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る。 

次に、【研究 3】において全国の自治体を

対象に、組織として連携ができている事例

を紹介してもらう。それにより、好事例の

スクリーニングのための調査データを集計

し保健センターが他部門（行政内外の他部

署や民間団体など）と業務連携している状

況を調べる。 

次いで、【研究 4】において、第一次調査

の結果、とりわけ、職種や分野の壁を越え

て、連携が十分なされている保健センター

に対するヒアリングをおこなう。これによ

り、他分野連携の好事例を有する保健セン

ター事業に見られる特徴を明らかにする。  

更に、【研究 5】において、地域共生社会

の実現の概要を参照しながら、特に、市町

村保健センターの役割や多機関との協働、

その技術を保健師がどのように展開してい

るかに着眼して、改めて地域共生社会の実

現に向けた相談体制の姿を再考したい。 

一方、健康増進、健康づくり活動におけ

る連携や協働推進は、以前より、諸外国で

は各種理論をもとに提唱されてきている。 

しかし、日本における市区町村保健セン

ター（市区町村保健推進事業）の事例から

の、日本の自治体が実際にどのように連携

を進めているかの要件を整理した報告は少

ない。そこで、本研究班で実施した保健セ

ンターを対象に実施したヒアリング内容

（令和元年度研究報告書第4章）から抽出さ

れた市町村保健センターの連携推進のため

のステップについて提示したい【研究6】。 

 

Ｂ．研究方法 

 

【研究 1】市町村保健センターの歴史と今

日的課題（担当：村中峯子） 

保健センターに関するこれまでの調査結

果報告書及び関連資料を用い、保健センタ

ー等の設置の背景や変遷について、年代ご

とに出来事を精査した。保健センターの類

似施設とされる母子健康センターの経過に

ついても文献に基づき調査し、変遷を概観

した。 

 

【研究 2】全国の保健センターの設置状況

の把握およびウェブページによる情報公開 

(担当：大澤絵里） 

 e-stat より、2015 年の国際調査をもとに作

成された全国市町村一覧[2018 年 6 月公開]

を基に、google 検索にて、「市町村名」＋「保

健センター」をキーワードに、保健センタ

ーの情報を提供しているホームページを検

索した。収集した情報に関しては、本研究

班で立ち上げたウェブページにおいて市町

村ごとの情報としてまとめ、本研究班の別

調査(研究 4)であるヒアリング事例のある

自治体に関しては、そのヒアリング事例も

あわせて市町村のページから情報公開をし

た。 

 

【研究 3】全国調査からみた保健センター

が他部門と業務連携している実態把握  

(担当：深谷太郎・藤原佳典） 

全国の自治体を対象に、2018 年 9 月~10

月に保健センターを対象に好事例の調査を

実施した。実施方法は、以下の 2 通りであ

る。(A)厚生労働省の担当が、全ての都道府

県、政令指定都市、中核市、特別区、保健

所政令市の担当部署に対して調査票を電子

メールで送信した。(B)有識者からの紹介や、

日本公衆衛生学会などの学会・業界誌にお

いて紹介されている事例の検索も行い、実

施方法(A)を補完した。 
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調査内容は、保健センターが他部門（行

政内外の他部署や民間団体など）と業務連

携している好事例(最大 3 件)を記載しても

らった。 

好事例の定義は「行政組織内の他部署や

外部の機関・団体との連携がうまくいって

いる事業」とし、具体的には下記の５つ条

件のうちできるだけ多くを満たすものと定

めた。 

①個人としてではなく、組織として他分野

（他部署、民間など）と連携しながら、保

健事業を実施している。 

②保健センターが地域づくりの拠点やステ

ークホルダー・担い手のひとつとして機能

し、活動している。 

③協力を要請したり、要請されたりといっ

た、相互支援・協働の関係である。 

④相手の組織がどのような立場・意向で連

携しているか把握できている。 

⑤保健センターと相手組織が情報の共有を

十分している。 

 

【研究 4】好事例のヒアリングから見えた

連携の特徴 (担当：相良友哉・大澤絵里） 

 

一次調査の結果、市町村保健センター（機

能）が職種や分野間の連携をおこなってい

る事例が全国で 103 件得られた。その中で、

とりわけ職種間・分野間の互恵的ネットワ

ーキングが特徴的な保健センターの事業を

優先して、最終的に 20 自治体より 29 件の

事例を抽出し、第二次調査として深掘りヒ

アリング調査を実施した。 

 

【研究 5】保健センターの連携における保

健師の役割(担当：中板育美） 

 

自治体を対象とした上記の一次調査(第 3

章)および二次調査(ヒアリング)(第 4 章)を

もとに、29 事例のうち聞き取りを終了した

28 事例を分析対象とし、ヒアリングガイド

の項目を分析枠組みとして、全事例を横断

的に読み解いた上で、活動の契機、拡大、

事業のポイントの特徴・共通点を洗い出し、

保健師活動の戦略的視点を抽出した。 

 

【研究 6】市町村保健センターの他分野・

他組織との連携推進のためのステップの

提示 (担当：大澤絵里・村山洋史） 

 

研究班メンバーを中心に、自治体健康推

進部局保健師も交えて作業部会を発足した。

ヒアリングにより収集した各事例での、連

携の進め方について精読し、連携に対する

組織行動を、類型化、時系列化し、その要

素を抽出した。事例に共通した要素である

組織行動にネーミングした。 

 

Ｃ．研究結果と考察 

 

【研究 1】市町村保健センターの歴史と今

日的課題（担当：村中峯子） 

 

保健センターは地域保健法に基づく施設

ではあるが、運営体制や自治体組織内での

位置づけ等は、各市町村長の判断に委ねら

れてきた。保健所と比較し、市町村保健セ

ンターの運営や位置づけは法的な規定が少

ないからこそ、柔軟に時代の変化に応じて、

その役割を変化・拡大しうる可能性を持っ

ていると考えられる。一方で、法的な規定

がないということは、市町村の財政的な事

情や組織決定等により、保健センターが他

施設に転用・譲渡される等、保健活動の拠
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点としての機能を十分に発揮できない仕組

みとなってしまう事態が発生する脆弱性も

含んでいる。 

こうした自治体の事情から、無人の保健

センターが増加している現状があっても、

そもそも、保健センターを「機能」と想定

すれば、市町村の保健衛生部門こそが「保

健センター機能」を担うものであり、その

機能の発揮の一助として、「場（建物）」と

しての市町村保健センターがあり、人々が

参集しコミュニケーションを図り、情報収

集・発信をしたり、その「場」を通して、

保健政策を企画・提案していくと捉える必

要があるものと考えられる。 

 

【研究 2】全国の保健センターの設置状況

の把握およびウェブページによる情報公開 

(担当：大澤絵里） 

  

47 都道府県 1,896 市区町村（左記は、政令

市下の区も含む。市、特別区、町村のカウ

ントでは 1,741 自治体）に、2,361 の市町村

保健センターの設置が確認できた。258 市

区町村ではセンターの設置が認められず、

1,299 の市区町村では 1自治体に 1センター

の設置、339 の市区町村では 1 自治体に複

数のセンターの設置があった  

設置状況を分析したところ、概ね、以下

の 3 分類にわけることができる。①独立型、

②役所内型、③複合型施設内型に分類でき

た。一方で、「保健センター」という名称の

施設を有さない市町村など、その他の類型

も散見され、完全に 3 つの分類に集約する

ことは不可能であった。 

 

【研究 3】全国調査からみた保健センター

が他部門と業務連携している実態把握  

(担当：深谷太郎・藤原佳典） 

 

実施方法(A)（B）の 合計の回収率は 59

自治体（36.0%）で、うち有効回答は 50 自

治体（30.5%）であった。連携数は、役所内

の連携が平均 2.4 個、役所外との連携が平

均 3.9 個、合計 6.3 個であった。内訳を見る

と、役所内では子育て支援部門、高齢者福

祉部門が 30%を超えていた。   

次いで、国保部門が 28.7%、学校教育部

門が 26.5%であった。 

役所外との連携では住民組織との連携が

51.5％、次いで保育園など、保健所、医療

機関が 30％以上であった。 

子育て支援や地域包括ケアシステムにお

ける多分野連携が今日的行政課題となって

いることを鑑みると妥当な結果と考えられ

る。 

 

【研究 4】好事例のヒアリングから見えた

連携の特徴 (担当：相良友哉・大澤絵里） 

 

ヒアリング調査(二次調査)の結果、大半の

事例において、保健センター側から他部

署・他機関に対して、事業で連携すること

を持ち掛けていた（22 事例，78.6%）。一方

で、他部署・他機関側から連携を持ち掛け

られているのは、3 事例（10.7%）にとどま

っていた。保健センターが連携の中心的役

割を担っているケースが半数以上であった

（21 事例，75.0%）。好事例の多くは、役所

内部での連携（庁内連携）と他の組織等と

の連携（外部連携）を重層的に組み合わせ

ておこなっていた。連携先としては、例え

ば、健康ウオーキング事業における土木課

や公園管理課など一見、事業と直接的に関

わりがないような部署とも協力関係を構築
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していた。 

連携事業を継続することにより、健診受

診率の向上や、住民の運動量の向上など、

効果を数値で確認するという習慣が内部で

浸透してきたケースも見られた。 

概して、他分野連携が十分機能している

保健センターの多くは、庁内あるいは外部

の連携先との協働によって、事業の自主化

を推進しながらも、全体を俯瞰できるよう

な立ち位置で、事業に緩く繋がりを持ち続

けていることがわかった。これにより、事

業担当保健師のキャリアや異動の影響を受

けず円滑に事業を進められるものと考えら

れる。 

 

【研究 5】保健センターの連携における保

健師の役割 (担当：中板育美） 

 

保健センターにおいて、ソーシャル・キ

ャピタルの要件と言える、互恵的連携によ

るネットワーキングが、より拡大あるいは

深化した事例は、以下のように保健師が戦

略的に機能していることが明らかになった。 

１．19 自治体のうち 15 自治体は、各種

計画に事業を位置付けていた。義務的な予

算消化的な事業の運営ではない。課題の本

質を認識した目標設定の下、優先順位を考

慮した事業を企画し、適格な成果評価の方

法を包含する PDCA 体制がなされている。 

２．多くの事業が、横展開やネットワー

ク拡大、ソーシャル・キャピタルの醸成を

意識して取り組まれていた。組織内(≒庁内)

および地域(≒庁外)における関係機関間の

効果的な拡大・横展開・再生産を企図する。

地域住民の育成・協働を一つの役割である

という意識が定着している。 

３．特に健康増進計画に関連した事業に

おいては、データ活用が活発で、数値で結

果を可視化している活動は増えている印象

を受けた。このように、住民へのデータの

可視化に努め、住民の自律性を引き出せる

ようなプログラムにシフトさせる。 

４．多機関多職種連携においては、保健

センターの活動や事業では、対象になりづ

らい層と接点を持つことが可能となってい

た。人材育成のためには、粘り強く、ぶれ

のない成長の好循環を生み出す人材育成サ

イクルを地域の中に組織的に築いていくこ

とが重要である。 

 

【研究 6】市町村保健センターの他分野・

他組織との連携推進のためのステップの提

示 (担当：大澤絵里・村山洋史） 

 

【研究4】のヒアリングから選抜された市

町村保健センターの推進連携のための要件

を精査した。17自治体20事例の連携の進め

方について、類型化、時系列化した結果、

連携を進めステップとして、3つのフェーズ

の中に、8つのステップ、また連携のステッ

プを支える2つの土台が抽出できた。8つの

ステップは、「位置についてヨーイ（用意）」

「風をつかむ」「根拠を集める」「仲間づ

くり」「協議組織」「ツールをつくる」「育

て、促す」「評価、フィードバック」であ

った。また、それらのステップを可能とす

る土台として、「俯瞰的立場の職員」「人

材育成の意識」が抽出された。 

 

D．結論 

 保健センターの設置の背景や変遷につい

て既存の資料から調査した結果、昭和 53 年

開設当初よりプライマリヘルスケアの拠点

として、保健師がその専門性を発揮した施
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設である。社会や時代の変化と共に、市町

村における保健活動の拠点として各種の保

健事業や、すべての住民を対象とした。こ

のことから住民主体の活動の場となったが、

その一方で、多様性と可塑性を持って活動

が展開されてきた。 

全国の保健センターの設置状況について、

ウェブ調査の結果、2,361 の市町村保健セン

ターの設置が確認できた。8 割以上の市区

町村で一つ以上の保健センターを有してお

り人々の健康や生活にかかわる事業の拠点

となっていることが示唆された。保健セン

ター設置の類型は、その他の事例も多いが、

概ね①独立型、②役所内型、③複合施設内

型の 3 分類に集約された。 

全国の自治体調査からは、保健センター

の連携の好事例は、母子領域や高齢者領域

を中心とした組織・団体との連携が進んで

いることがわかった。 

この内、連携の好事例をヒアリング調査

したところ、保健センターが事業を立ち上

げて円滑に進めていく際、役所内部での連

携（庁内連携）と他の組織等との連携（外

部連携）を重層的に組み合わせる必要があ

る。連携先機関が事業運営の中核を担い、

保健センターが連携のサブに回る場合もあ

るが、緩く関わりを持ち続けることが重要

である。 

次に、事業担当者が流動的であっても、

支障がでないように、庁内・外部ともに、

組織としてネットワークに参画する必要性

がある。 

また、地域共生社会の実現に向けて、市

町村保健センターの包括支援体制を構築し

ていく上で保健師が担う戦略的技術につい

て明らかにした。 

最後に、市町村保健センターが他分野・

他組織との連携を実装するためのステップ

は、非公式での連携から公式の連携、その

評価に至る 8 つのステップと、そのステッ

プを支える 2 つの土台があると示唆された。 

本研究班の成果物として、他分野と効果

的・効率的な連携体制がみられる保健セン

ター事業について横展開を目指した「市町

村保健センターの連携機能ヒント集」(添付

資料 1)を公表した。 
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